
文部省評としての意義

――書評・植村和秀『文部省の国体明徴政策』――

鷲 澤 遼 祐＊

本書評は，2025 年 7 月 4 日に開催された書評会にて行った評者の報告を基礎に，当日の議

論も踏まえて執筆したものである。本来であれば，本書の構成や概要について網羅的に整理す

べきところだが，評者の能力不足および他の評者による整理との重複を避ける意図から，以下

では本書の特徴と成果について評者なりにごく簡潔にまとめた上で，僭越ながらいくつかの論

点を提示することで，責めを塞ぎたい。

本書は，昭和 10 年代に文部省が推進した「国体明徴」に関連する諸政策の企画・立案過程

とその内容的特質について再検討し，「政策としての客観的な評価」(序章，7 頁) を行うこと

を目的とする。当時広く必要性が意識されていた「国体明徴」という課題，具体的には〈国民

国家〉日本に対する人々の主体的従属喚起や，外来思想を批判的に摂取するための方法的探究

について，その主務者であった文部省がいかに取り組み，そこにいかなる蹉跌の契機があった

のかが，主たる問題として設定される。

評者の見る本書の特徴は，「国体明徴」政策の引き金あるいは原動力として天皇機関説事件

を機に加熱した政治状況を取り上げる諸研究1)とは異なり，文部省という行政機関，あるいは

文部官僚をはじめとする当事者に焦点を当て，政策としての内容および成否を左右する要素と

して詳密な分析を行った点にある2)。第一章では，文部省史における「国体明徴」政策の位置

づけを整理し，第二章では，諸政策の要の一つであった『国体の本義』編纂が，文部省および

文部官僚を含む編纂従事者にとっていかなるものとして捉えられていたのかを検討する。第三，

四章では教学刷新評議会について，出席した各有識者の動向にも目を配りつつ，そこでの議題

設定や会議運営が文部省にとっていかなる意味を持ち得たのかが問い直される。第五章以降で

は，諸政策が「国体明徴」という課題において十分な成果を挙げなかった可能性が論じられ，

その要因として，教育行政において伝統的に採用された会議形式により一貫性や広範な人々に
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対する説得可能性のある思想を見出し得なかったこと，文部省が「正しい思想」を上から断定

するという姿勢で諸政策を強引かつ拙速に「成功」させたこと，新たに設置した教学局が行政

的な外局にとどまったことなど，文部省による企画・立案過程上の問題点が指摘される。

特に，断定的かつ拙速な「正しい思想」の政策化については，文部省および文部官僚の性質

による影響が看取される。例えば文部省については，教育行政に対する外部的介入への防衛と

いう目的意識や，率先して責任を負わず原則の提示に終始し教育・学問の現場に問題解決を委

ねる姿勢など，官庁組織的な保身の論理を洞察する。また，当該政策において指導的地位にい

た官僚である伊東延吉を重点的に取り上げ，その個人的性質が「国体明徴」政策の内容を決定

づけたことが示される。伊東については，従来政策立案上の地位から主導性を説明されること

が多かったが，本書では伊東個人に対する思想的分析から，諸政策が外来思想流入を「思想悪

化」の根源と見做す排外主義的志向性を有するに至った経緯におけるキーパーソンとして，そ

の主導性が再評価される。

このように，当事者である文部省および文部官僚に着目することで，「国体明徴」政策の成

立過程やその後の展開に内在する問題を照射していることが，本書の独自性であり成果である。

書評会において福家崇洋氏は，著者の「思想と制度との創造的関係」の可能性についての関心

から3)，両者の関係が実際に問題となった事例として「国体明徴」政策が取り上げられている，

と本書の意図を読み解いた。上述の成果は，文部省/文部官僚が「国体明徴」政策において

「思想と制度との創造的関係」の確保を成し得なかった過程を詳らかにしたものであると言え

よう。

以上のような本書の意義を踏まえつつも，その方法や総括，または個別の議論について疑問

が残らない訳ではない。第一の論点は，第六章で参照される現行政策評価制度との差異につい

てである。序章において提示される「政策としての客観的な評価」を試みる旨と関連し本章で

は，1999 年 7 月 16 日に公布され翌年 1月 6 日に施行された，行政機関に政策の自己評価を求

める所謂「政策評価法」が持ち出される。著者は，同法下の現行政策評価制度で用いられる

種々の評価基準を昭和 10 年代の文部省の諸政策に対する評価において転用するに際して同法

第 1 条を引用し，「本書での政策評価も，政策としての必要性などを価値的にではなく客観的

に評価せんとするものである」(248 頁) とする。ここからも分かるように，文部省の政策に対

し行わんとする「客観」的評価には，“著者の主観”に基づく価値判断を排除し政策を価値中

立的に扱う，という意味が込められている。

法学者の宇賀克也氏によると，「政策評価法」の目的規定は，①国民に対する行政の説明責

任 (アカウンタビリティ) の徹底②国民本位の効率的で質の高い行政の実現③国民的視点に

立った成果重視の行政への転換の 3 点にあるという。本書で引用される同法第一条でも，「政
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策の評価に関する情報」の公表による「効果的かつ効率的な行政の推進」と，「政府の有する

その諸活動について国民に説明する責務」を全うすることが目的とされる4)。門外故，評者に

よる同法の理解が的外れである可能性も否めないが，要するに一貫して「国民」の目線を意識

した評価制度であり，“行政機関の主観”に基づく政策評価に閉鎖せず「政策の評価に関する

情報」を公表することで「客観」的検証可能性を確保するところに，同法の意図があると解す

ることができる。そしてそれは，著者が意図するように政策を価値中立的に評価するという性

格のものではなく，むしろ政策評価という行為が価値判断に基づくものであるということを前

提としているのではないだろうか。著者の目的が是非の判断を一旦脇に置いた上で政策の成立

過程を検討するところにあるということは理解できるが，行政機関の自己評価上の価値判断に

「客観」性を導入することを目標とする同法と，そもそも外部評価である自身の政策評価から

価値判断を排除することを「客観」的評価とする著者の間には，根本的差異があるように思わ

れる。

この差異は，本章でなされる政策評価の内容とも関わる。第一節では，「国体明徴」政策の

必要性および優先性について論じ，ナショナル・アイデンティティーの確立と利己主義的政治

腐敗の克服という視点からの必要性，また「国体明徴」の機運に乗じることで他の政策課題に

おいても有利をとることができるという意味での優先性を指摘する。第二節では，実際の政策

が有効性を持ち得たかを論じる中で，文部省が主張すべき有効性として，国益公益を優先する

人生観を国民に対し提供するための研究・教育原理に資すること，延いてはそれが戦時体制の

進展における資源開発にも繋がることが挙げられるとする。しかしこれらは，あくまで当時の

文部省としての主観的価値判断を推測的に追認するものであり，その妥当性が具体的に検証さ

れる訳ではない。また第三節では，当時においても多方面から疑念が寄せられた文部省の政策

担当能力について，文部省は能力が疑問視される状況の中でこそ「国体明徴」という時局的要

請を手掛かりに政策を強行する必要があったとするが，これも文部省の主観的認識を推察した

もので，能力に対する客観的評価ではない。如上の行論は，外部評価者としての価値判断を保

留するという手法と，文部省に関する史料的制約という両面から導かれるものだろう。「国体

明徴」政策の企画・立案における文部省の主観的判断を推し量ること自体は意義深い作業であ

るだけに，現行制度を参照した「客観」的政策評価として本章を構成することがどれ程その試

みに寄与しているのかという点については，些か疑問である。

一方第四節では，企画・立案を主導した伊東延吉の自己評価を踏まえ，「国体明徴」政策の

特性が「思想の正しさに政策効果がかかっている」(291 頁) ところにあることを指摘する。そ

の上で，思想の「正しさ」を証明するという課題への考慮を欠いたまま「正しい思想」を断定

的に政策化したことによって，文部省の政策はその効果を十分に確保できず，「正しさ」をめ

ぐる収拾不可能な対立を内包することになったと，企画・立案段階での問題点を提示する。こ
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うした指摘は，行政機関たる文部省による自己評価を相対化するという意味で，現行評価制度

が意図するところの「客観」的な評価として成立しているように思う。第五章や終章でも，文

部省による企画・立案過程に内在する問題点を剔抉するという点で同様の「客観」性に基づく

政策評価を試みており，本書全体の目的としての「客観」的評価は充実した成果を挙げている

と言えるため，評者の疑問は重箱の隅をつつくに過ぎないものかもしれない。

第二の論点は，本書における対象時期の限定についてである。既に述べたように本書の特徴

は，昭和 10 年の天皇機関説事件を契機とした政治状況の緊迫が「国体明徴」政策の展開に与

えた影響を相対化し，文部省・文部官僚の組織的・個人的規定性を俎上に載せることで，政策

不振の内在的要因を指摘する点にある。第一章では，天皇機関説事件や総力戦体制構築への企

図が惹起した状況を背景に文部省の「国体明徴への積極的な政策志向性」が顕著になったこと

に言及し，その後も「外部から責任を追及されている政治状況」(二章，97 頁)，「緊急に対応

が求められている状況」(六章，296 頁) など，状況としての緊急性が文部省の政策推進にとっ

て外圧となった可能性にも目を向けている。とはいえ，終章最末尾における総括で，伊東延吉

について「思想的な問いを発することはしても，答えを探究する苦労というものを体験できて

いなかったのではないか」と評価した上で「文部省に覚悟が足りなさすぎたのである」(以上，

348 頁) と締めくくることからも分かるように，文部省，特に主導者である伊東の性質や判断

が「国体明徴」政策の不首尾を決定づけたものとして推定されている。

では，その推定に際し「特に昭和一〇年頃に焦点を合わせ」るという対象時期の限定 (序章，

30 頁) はどこまで妥当だろうか。本書では主に教学刷新評議会の議事過程や『国体の本義』の

編纂過程，つまりは「国体明徴」政策が動き出した昭和 10 年以降の展開についての細かく分

析しており，第一章で「国体明徴」政策の「歴史的位置」を確認するに際しても，昭和 10 年

以降の文部省の歴史的展開が眺め渡される。しかし，政策の企画・立案過程について，昭和

10 年に生じた外部的状況の影響を差し置いて文部省・文部官僚の内部的要因を論じるのであ

れば，見出される組織的・個人的要素が状況に後押しされて生じたものでないかを昭和 10 年

より以前に遡って検証し，その一貫性を把握する必要があるのではないだろうか。一貫性があ

るのなら，組織的・個人的要素が企画・立案過程を規定する直接的な要因であった可能性が示

され，逆に昭和 10 年頃を境に表出・変化しているのであれば，当時の文部省の方針は当時の

状勢との関係においてこそ理解しなければならないものであったと考えられるからである。

本書で主導性が強調される伊東延吉については，教学刷新評議会議事録や『国体の本義』編

纂に係る関係者の証言以外に，他所での言説も用いて思想的性格が検討されるが，そこで参照

される昭和 10 年以前の言説は，①｢溝口先生」(1925 年，序章・終章で参照)，②｢思想問題と国

民精神文化研究所」(1933 年 6 月，六章・終章で参照)，③｢日本国民としての精神的指導原理」
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(1935 年 4 月，終章で参照) の 3 点であり，上記の観点では①と②が特に重要となる。実際，思

想内容については①を通じて，個人主義・自由主義を利己主義として理解し欧米思想の流入を

その根源と見做す志向性が一貫していたことが示されており，これは伊東研究においても文部

省研究においても意義深い指摘である。他方で，例えば本書で繰り返し述べられる「正しい思

想」としての「国体」の断定的かつ拙速な政策化志向については，こうした方法によって伊東

の影響可能性を検証する余地が残されているように思われる。著者は伊東の「野心的方針」

(二章，85 頁) や「自己の願望」の投影 (六章，298 頁) を推測するが，本書の趣旨に沿うので

あれば，伊東と政策の間の思想内容的な一致にとどまらず，その政策化という営為の中でも伊

東の志向的一貫性が検討される意義は大きいのではないだろうか5)。

同様の論点は，文部省内で「初期設定」として共有されたと見られる「醇化」を重視する方

針についても認められる6)。「皇道に遵ひ及国体に醇化せる儒教」の振興を掲げ，人脈的にも

文部省と近しかった大東文化協会については第三章で幾分か遡って論じられるものの，文部省

自体については昭和 10 年以前に関する検討が不足するまま，両者間の影響関係は推察される

にとどまる。「拝外と排外の両極端を避けて，醇化という条件付きの摂取という方針を選択し

ていたのではないだろうか」(二章，76 頁) との文部省・伊東の意図に関する推測も，それぞ

れの組織的・個人的な思想あるいは政策構想に対する一貫性の把握によって，その妥当性が確

かめられる余地があるように思う。その後の「国体明徴」政策の内容が排外に傾斜していくこ

とから考えれば，当初から文部省・伊東の意図の重心は外来思想の排斥にあり7)，「醇化」を

重視する方針は「天皇機関説を弾劾している協会関係者」(三章，156 頁) 等への表面的対応に

過ぎない可能性も依然拭えない。昭和 10 年以降のみに対象を限定せず，より長い文部省史の

中での位置づけを考慮することで，「醇化」という志向性の内実や歴史的意義がより鮮明に浮

かび上がってくるかもしれない，などと愚考する。

第三の論点は，思想的な「探究」を軽視する姿勢を問題とする視座についてである。本書で

は文部省や伊東延吉に「国体明徴」政策不振の内在的要因を見出すが，「伊東は思想的な問い

を発するものの，思想的な深みを感じさせる人物とは言い難いように思われる」(二章，85 頁)

「伊東にとって根本的に考えるというのは思考を続けて探究することではなく，正解を決めて

提示することだったのではないか」(終章，341 頁) という伊東評からは，彼らの思想的“浅さ”

や「探究」を軽んじる態度が「正しい思想」の断定的かつ拙速な政策化に直結した，との理解

が読み取れる。そうした姿勢は，「官庁の流儀」(同上) すなわち利己的で無責任な官庁組織と

いう枠組みの構造的産物であると評価され，「国体明徴のために刷新すべきは，教学よりも官

庁だったのではないだろうか」(終章，347 頁) との総括が導き出される。「日本的官僚制の宿

痾」(本書帯) に帰結する文部省論として，重要な指摘を含む議論である。
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著者が示す“あるべき「国体明徴」政策”は，「思想の試行錯誤や競合を許容する空間を確

保」(終章，348 頁) し自発的・主体的な「ネイションへの問い」(五章，241 頁) を喚起するとこ

ろにあり，そうした環境構築へと向かわずに思想的な「探究」を欠いた文部省が上から「正し

い思想」を定めた『国体の本義』によって，「個人の知的な探究を容認しないという政策志向

性」が文部省にもたらされ，「反知性主義と呼ぶべき傾向を教育研究の領域に蔓延」させるに

至ったのではないか，とその後の展開が見通される (以上二章，98 頁)。こうした展望は，1940

年代前半における排外主義的「国内思想戦」の背後に「知的な探究」を軽視あるいは敵視する

「反知性主義」的思考様式を見る著者の研究8)に連なり，「国内思想戦」における「知的な探

究」への抑圧によって「国体」が「外来文化排斥の根拠として強く機能していく」(三章，157

頁) 契機の一つを昭和 10 年頃の文部省の思想的「探究」軽視に見るものと言える。「国体明

徴」政策自体の「排撃の思想的立場との親和性」も，「個人主義と自由主義を国体明徴での主

たる批判対象」として性急に断定するという「探究」の欠如を発端とするものと解される (終

章，344 頁)。

しかし，仮に文部省が自らの組織的利己主義を是正する「覚悟」(終章，348 頁) のもと下か

らの思想的「探究」に意義を見出そうと試みたとして，その政策は個々の「探究」に対し排外

主義的な制約や抑圧を伴わずに成立し得ただろうか。文部省が“正しくない思想”として個人

主義・自由主義を否定したことや，表面的には外来思想の「醇化」を要求しつつもその具体的

方法は提示できなかったことは，彼らが思想的な「探究」を軽んじなければ起こり得なかった

のだろうか。当時の緊張した対外状勢から強調的に意識されたであろうより大きな構造として

の〈国民国家〉を念頭に置いた時，〈国民国家〉的な差異化原理および国家主義の徹底という

国策的課題の中，上からの排外主義的な制約は文部省の文教政策にとって不可避のものとして

生じたのではないか，との疑念が抱かれる。これは言い換えれば，「ネイションへの問い」を

抑圧する「正しい思想」の政策的断定と，その内容における排外主義的傾向 (あるいは表面的

に過ぎない「醇化」重視) が，いずれも〈国民国家〉的構造に要請され同時的に生じた密接不可

分な現象である，という可能性に対する関心である。抑圧的内容を含む思想政策の責任の所在

を，官庁組織あるいは官僚個人における思想的「探究」の欠如に帰することは，その「探究」

に対する抑圧を要請し機能させる大構造への問いを見落とすことに繋がりかねないのではない

か，というのが評者の提示したい論点である。本書の立場が，〈国民国家〉自体は批判的検討

の対象とせず，それをめぐる問いを前提とした「国体明徴」政策の成立過程を検証する，とい

う点にあることは承知しつつも，その成立過程や内容，あるいは思想的/知的「探究」という

営為そのものを〈国民国家〉的枠組みが拘束した可能性は，評者としては脇に置きがたい感が

ある。
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以上，細かい論点を縷々検討してきたが，評者の浅学故に誤読や曲解，論理の飛躍を含む可

能性が否めない上，無いものねだりに終始していることも大いに自覚される。史料的制約の中

未だ十全とは言い難い文部省研究において本書が有する学術的意義はこれまで述べてきた通り

であり，思想と制度の関係を問うための方法的議論に資するところも多大である。本書の成果

が後続の研究を刺激することに期待し，擱筆する。
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